
【フォローアップ用】

☑ 旧資金運用部資金
□ 旧簡易生命保険・公営企業金融公庫資金
　注　□にレを付けること。

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」欄に一部事務組

　　合等の名称を記入し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記入すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

注１　財政力指数及び実質公債費比率については、平成18年度又は平成19年度の数値を、経常収支比率については、平成17年度

　　又は平成18年度の数値をそれぞれ記入すること。これら以外の数値については、直近の地方財政状況調査及び公営企業決算

　　状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等の構成団体の

　　各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない

　　財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記入すること。）。

　２　財政指標については、条件該当年度を（　）内に記入すること。また、財政力指数以外の財政指標については、数値相互

　　間で年度（地方財政状況調査における年度）を混在して使用することがないよう留意すること。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律第59号）第２条

　　　第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町村で地方自治法（昭和22年法律

　　　第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２項に規定する合

　　　併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置されたものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記入すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成20年度から24年度までの５か年とすること。

国調人口(H17.10. 1現在)

29,194（ H19年度）

2,849（ H19年度）

うち公営企業債現在高(百万円)

別添１

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 20,654（ H19年度）100.2（ H18年度）

19.3（ H19年度）

補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

1.3（ H18年度）

58,190佐賀県伊万里市

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　☑　該当なし

市ホームページによる公表、市議会（全員協議会）へ説明予定

実質公債費比率　(％)

基 本 方 針

〔合併期日：平成○年○月○日〕

内　　　容

　国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、現状の行政サービスを維持することが難しくなって
きており、これまで市が主として提供してきた行政サービスについても、今後は、地域の各種団
体や民間企業などと協働して提供する仕組みを整えていく必要があることから、債務の削減や職
員数の削減などに数値目標を掲げ、行政改革の着実かつ確実な推進を図る。

伊万里市公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

平成20年度～平成24年度

伊万里市集中改革プラン（H17～21）

区　　分

計 画 名

経常収支比率　　(％)

519
構成団体名

財政力指数

職員数(H20. 4. 1現在)

11,956（ H19年度）

49,848（ H19年度）

0.570（ H19年度）



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注１　旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金に係る財政健全化計画を作成する場合にあっては「旧資金運用部資金」欄を空欄とし、旧資

　　金運用部資金に係る財政健全化計画を作成する場合にあっては「旧簡易生命保険資金」欄及び「公営企業金融公庫資金」欄は、それぞれ平

　　成20年度に承認された財政健全化計画に計上された額を参考値として（　）書きで記入すること（以下、６において同じ。）。

　２　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基

　　準日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談･調整の上､

　　確認した補償金免除(見込)額を記入すること。

　３　各欄の数値は小数点第２位を切り上げて、小数点第１位まで記入すること。従って各欄の単純合計と「合計」欄の数値は一致しない場合

　　があること。

６　平成２０年度以降各期における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

一
般
会
計

出
資
債
等

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

一
般
会
計

出
資
債
等

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

公営住宅建設事業債

義務教育施設整備事業債

(201,407)

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

(180,018) (21,389)

(167,730) (167,730)

(12,288) (21,389) (33,677)

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

255,735

255,735

(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成20年度末残高）

255,735小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

小　　　計　　　　 (B)

義務教育施設整備事業債

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

(180,018) (21,389)

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B)

(201,407)

合　　計

合　　計

255,735

旧 資 金 運 用 部 資 金
255.8繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

繰上償還希望額

繰上償還希望額

255.8

40.9 40.9

(180.1) (21.4)

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

(0.0)公営企業金融公庫資金

(201.5)旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 公債負担の健全化

課 題 ② 普通建設事業費の抑制

課 題 ③ 定員管理の適正化

課 題 ④

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記入する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記入すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　佐賀県西部に位置し、半島振興地域等の指定を受けている本市は、昭和６０
年以降緩やかな人口減少傾向にあり平成１７年度の国勢調査においては、前回
調査に比して１．６％減の約５万８千人となっている。
　また、高齢化人口（６５歳以上）の占める割合は２４．１％で年々上昇して
おり、福祉等に係る義務的経費が増加傾向にある。
　就業人口については、第一次産業及び第二次産業は減少傾向にあるが、それ
でもなお全国平均を大きく上回っている状況であり、ブランド牛として名高い
「伊万里牛」や梨、ブドウなどをはじめとする農林水産業や、「伊万里焼」と
して知られる窯業関連など商工業の振興にも鋭意取り組んでいる。
　地域経済については、長引く景気の低迷により中心商店街では空き店舗が増
え、製造業においても大きな影響を与えているところであるが、ＩＣ関連企業
の大型設備投資が進んでおり、税収、雇用拡大等の面から大きな期待を寄せて
いるところである。

　市の面積が広大であるため、類似団体と比較し多くの支所・出張所を設置し
なくてはならないことから、人口1,000人当たり職員数について類似団体平均
８．２人を上回る９．１人となっていることから、退職者の補充を４割程度と
するなど、定員管理を引き続き行っていく必要がある。

　普通建設事業費については、類似団体平均を下回っているが、IC関連企業の
進出に伴う新たな工業用水道の開発や地域医療の核となる中核的病院の整備、
さらには老朽化が著しいごみ処理施設や学校等の建設など、喫緊の大型事業に
係る財源の捻出に苦慮しているところである。

　起債現在残高は年度の予算額に匹敵するほど膨らんできており、平成１８年
度決算における類似団体の平均実質公債費比率１６．１％に比べ１９．３％と
高い数値となっていることから、公債費負担適正化計画を遵守し極力起債発行
額を抑える必要がある。



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度 平成24年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算） （決算見込）

地方税 5,322 5,348 5,813 5,648 7,847 7,773 7,807 7,943 7,943 7,943

地方譲与税 1,133 1,319 1,396 1,544 1,115 1,110 1,110 1,110 1,110 1,110

地方特例交付金 155 149 141 146 50 136 48 29 29 29

地方交付税 6,321 5,945 5,790 5,120 5,154 3,721 3,904 3,837 4,126 4,134

小計（一般財源計） 12,931 12,761 13,140 12,458 14,166 12,740 12,869 12,919 13,208 13,216

分担金・負担金 386 390 396 427 544 449 454 452 452 452

使用料・手数料 452 461 470 471 464 331 298 300 300 300

国庫支出金 3,092 2,544 2,439 2,447 3,152 2,153 2,153 2,172 2,141 2,131

うち普通建設事業に係るもの 415 187 346 505 395 348 340 358 298 183

都道府県支出金 2,189 2,196 1,374 1,446 2,152 1,527 1,482 1,346 1,346 1,346

うち普通建設事業に係るもの 342 843 44 48 142 63 48 48 48 48

財産収入 69 224 53 223 38 35 5 5 5 5

寄附金 5 11 109 5 21 0 0 0 0 0

繰入金 751 421 62 667 281 413 672 622 35 12

繰越金 489 135 168 278 161 318 0 0 0 0

諸収入 461 536 538 529 768 543 508 510 510 510

うち特別会計からの貸付金返済額

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

地方債 2,635 1,519 1,403 1,725 1,919 1,588 2,064 1,430 964 1,142

特別区財政調整交付金

23,460 21,198 20,152 20,676 23,666 20,097 20,505 19,756 18,961 19,114

人件費　　　　　　　ａ 4,998 4,881 4,814 4,835 4,942 5,013 5,047 4,932 4,640 4,894

うち職員給 3,294 3,282 3,275 3,236 3,243 3,207 3,182 3,158 3,139 3,133

物件費　　　　　　　ｂ 2,191 2,264 2,292 2,243 2,255 2,321 2,205 2,095 2,027 2,019

維持補修費　　　　　ｃ 112 117 135 125 110 125 125 100 100 100

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 7,301 7,262 7,241 7,203 7,307 7,459 7,377 7,127 6,767 7,013

扶助費 3,681 3,879 3,838 3,791 3,794 3,769 3,849 3,931 4,015 4,101

補助費等 1,856 1,780 1,614 1,598 1,466 1,497 1,422 1,351 1,283 1,300

うち公営企業(法適)に対するもの 312 274 248 213 179 186 321 341 369 369

普通建設事業費 3,599 2,650 1,734 2,057 1,797 1,227 1,937 1,587 1,250 805

うち補助事業費 1,561 1,310 697 1,225 956 626 1,362 1,160 823 378

うち単独事業費 192 1,207 933 705 841 601 575 427 427 427

災害復旧事業費 910 66 59 330 2,115 50 50 50 50 50

失業対策事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公債費 2,251 2,136 2,142 2,222 2,309 2,575 2,531 2,374 2,316 2,375

うち元金償還分 1,727 1,640 1,694 1,800 1,904 2,195 2,171 2,020 1,966 2,039

積立金 283 132 228 352 1,456 174 20 7 7 197

貸付金 456 410 256 279 328 254 240 240 240 240

うち特別会計への貸付金

うち公社、三ｾｸへの貸付金

繰出金 2,764 2,513 2,554 2,402 2,458 2,716 2,634 2,634 2,634 2,634

うち公営企業(法非適)に対するもの 1,290 1,017 1,007 845 847 930 900 900 900 900

その他 223 203 208 281 318 376 445 455 399 399

23,324 21,031 19,874 20,515 23,348 20,097 20,505 19,756 18,961 19,114

　【財政指標等】

平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度 平成24年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算） （決算見込）

形式収支 135 168 278 161 318 0 0 0 0 0

実質収支 126 138 274 151 287 0 0 0 0 0

標準財政規模 11,923 11,764 11,913 12,034 11,956 12,590 12,524 12,629 12,511 12,509

財政力指数 0.48 0.50 0.52 0.55 0.57 0.61 0.66 0.7 0.68 0.68

実質赤字比率　　　(％)

経常収支比率　　　(％) 84.0 90.7 89.6 100.2 87.9 98.1 94.9 96.7 92.9 92.9

実質公債費比率    (％) － － 19.2 19.3 20.4 20.8 21.5 21.6 21.9 22.0

地方債現在高 21,252 21,012 20,123 20,639 20,654 20,047 19,940 19,350 18,348 17,451

積立金現在高 2,003 1,729 1,927 1,649 2,849 2,432 1,760 1,138 1,103 1,281

財政調整基金 664 479 552 320 717 509 218 18 18 208

減債基金 434 346 393 364 965 768 461 117 94 94

その他特定目的基金 905 904 982 965 1,167 1,155 1,081 1,003 991 979

注　実質公債費比率は、平成18年度（平成15年度から平成17年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成17年度欄から、平成19

　年度（平成16年度から平成18年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成18年度欄から、それぞれ記入すること。

区　　分

歳 出 合 計

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成20年度平成21年度平成21年度平成22年度平成22年度平成23年度平成23年度平成24年度平成24年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算）（決　算） 計画値 （決　算） 計画値 （決　算） 計画値 （決　算） 計画値 （決算見込） 計画値 （決算見込）

5,322 5,348 5,813 5,648 7,847 7,773 7,143 7,807 6,872 7,943 6,891 7,943 6,804 7,943 6,669

1,133 1,319 1,396 1,544 1,115 1,110 1,035 1,110 994 1,110 980 1,110 958 1,110 969

155 149 141 146 50 136 80 48 92 29 108 29 108 29 75

6,321 5,945 5,790 5,120 5,154 3,721 3,859 3,904 4,760 3,837 5,071 4,126 5,431 4,134 5,116

12,931 12,761 13,140 12,458 14,166 13,501 12,117 13,876 12,718 14,022 13,050 14,420 13,301 14,585 12,829

386 390 396 427 544 449 358 454 353 452 364 452 445 452 353

452 461 470 471 464 331 460 298 448 300 441 300 339 300 448

3,092 2,544 2,439 2,447 3,152 2,153 2,296 2,153 4,418 2,172 3,282 2,141 3,100 2,131 2,131

415 187 346 505 395 348 348 340 924 358 267 298 152 183 183

2,189 2,196 1,374 1,446 2,152 1,527 1,509 1,482 1,799 1,346 2,175 1,346 2,060 1,346 1,346

342 843 44 48 142 63 87 48 171 48 497 48 283 48 48

69 224 53 223 38 35 41 5 25 5 20 5 26 5 5

5 11 109 5 21 0 7 0 5 0 5 0 1 0 0

751 421 62 667 281 591 531 672 454 622 647 35 446 12 442

489 135 168 278 161 140 318 0 277 0 326 0 307 0 0

461 536 538 529 768 543 479 508 587 510 647 510 964 510 510

2,635 1,519 1,403 1,725 1,919 1,588 2,164 2,064 2,036 1,430 1,921 964 2,044 1,142 1,757

23,460 21,198 20,152 20,676 23,666 22,073 20,280 22,537 23,120 21,407 22,878 20,520 23,033 21,760 19,821

4,998 4,881 4,814 4,835 4,942 5,013 4,958 5,047 4,911 4,932 4,833 4,640 4,491 4,894 4,894

3,294 3,282 3,275 3,236 3,243 3,207 3,110 3,182 2,968 3,158 2,821 3,139 2,928 3,133 2,958

2,191 2,264 2,292 2,243 2,255 2,321 2,198 2,205 2,399 2,095 2,415 2,027 2,838 2,019 2,019

112 117 135 125 110 125 119 125 140 100 140 100 90 100 100

7,301 7,262 7,241 7,203 7,307 7,459 7,275 7,377 7,450 7,127 7,388 6,767 7,419 7,013 7,013

3,681 3,879 3,838 3,791 3,794 3,769 3,963 3,849 4,187 3,931 5,015 4,015 5,228 4,101 4,892

1,856 1,780 1,614 1,598 1,466 1,497 1,419 1,422 2,330 1,351 1,620 1,283 2,031 1,300 1,400

312 274 248 213 179 186 187 321 344 341 444 369 410 369 369

3,599 2,650 1,734 2,057 1,797 1,227 1,439 1,937 2,849 1,587 2,382 1,250 1,188 805 805

1,561 1,310 697 1,225 956 626 656 1,362 1,494 1,160 1,356 823 451 378 378

192 1,207 933 705 841 601 693 575 1,207 427 885 427 737 427 427

910 66 59 330 2,115 50 36 50 232 50 128 50 83 50 50

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,251 2,136 2,142 2,222 2,309 2,575 2,320 2,531 2,317 2,374 2,319 2,316 2,424 2,375 2,440

1,727 1,640 1,694 1,800 1,904 2,195 1,939 2,171 1,959 2,020 1,981 1,966 2,077 2,039 2,096

283 132 228 352 1,456 174 252 20 150 7 251 7 576 197 7

456 410 256 279 328 254 254 240 353 240 353 240 444 240 240

2,764 2,513 2,554 2,402 2,458 2,716 2,661 2,634 2,684 2,634 2,702 2,634 2,756 2,634 2,634

1,290 1,017 1,007 845 847 930 930 900 884 900 782 900 811 900 900

223 203 208 281 318 376 383 445 242 455 394 399 884 399 340

23,324 21,031 19,874 20,515 23,348 20,097 20,002 20,505 22,794 19,756 22,552 18,961 23,033 19,114 19,821

　【財政指標等】

平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度平成20年度平成21年度平成21年度平成22年度平成22年度平成23年度平成23年度平成24年度平成24年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算）（決　算）（決　算）（決　算） （決算見込） 計画値 （決　算） 計画値 （決　算） 計画値 （決　算） 計画値 （決算見込） 計画値 （決算見込）

形式収支 135 168 278 161 318 0 278 0 326 0 326 0 0 0 0

実質収支 126 138 274 151 287 0 258 0 272 0 307 0 0 0 0

標準財政規模 11,923 11,764 11,913 12,034 11,956 12,590 12,980 12,524 12,930 12,629 13,518 12,511 13,204 12,509 13,176

財政力指数 0.48 0.50 0.52 0.55 0.57 0.61 0.63 0.66 0.641 0.7 0.651 0.68 0.68 0.68 0.68

実質赤字比率　　　(％)

経常収支比率　　　(％) 84.0 90.7 89.6 100.2 87.9 98.1 99.6 94.9 98.1 96.7 94.8 92.9 96.5 92.9 95.7

実質公債費比率    (％) － － 19.2 19.3 20.4 20.8 20.8 21.5 20.7 21.6 19.7 21.9 19.9 22.0 20.7

地方債現在高 21,252 21,012 20,123 20,639 20,654 20,112 20,879 20,005 20,955 19,415 20,895 18,413 20,850 17,516 20,627

積立金現在高 2,003 1,729 1,927 1,649 2,849 2,432 2,579 1,760 2,314 1,138 1,957 1,103 1,269 1,281 827

財政調整基金 664 479 552 320 717 509 533 218 529 18 464 18 304 208 132

減債基金 434 346 393 364 965 768 813 461 644 117 349 94 300 94 95

その他特定目的基金 905 904 982 965 1,167 1,155 1,233 1,081 1,141 1,003 1,144 991 665 979 600

注　実質公債費比率は、平成18年度（平成15年度から平成17年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成17年度欄から、平成19

　年度（平成16年度から平成18年度までの３か年平均）の数値を基準年度とした場合は平成18年度欄から、それぞれ記入すること。

区　　分

区　　分

（単位：百万円）

地方税

使用料・手数料

分担金・負担金

小計（一般財源計）

地方交付税

1,2741,139

繰越金

地方特例交付金

地方譲与税

うち普通建設事業に係るもの

国庫支出金

人件費　　　　　　　ａ

うち普通建設事業に係るもの

都道府県支出金

特別区財政調整交付金

地方債

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

うち特別会計からの貸付金返済額

諸収入

補助費等

扶助費

繰入金

寄附金

財産収入

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ

維持補修費　　　　　ｃ

物件費　　　　　　　ｂ

うち職員給

うち単独事業費

うち補助事業費

普通建設事業費

うち公営企業(法適)に対するもの

うち特別会計への貸付金

貸付金

その他

うち公営企業(法非適)に対するもの

繰出金

失業対策事業費

災害復旧事業費

歳 出 合
計

歳 入 合
計

積立金

うち元金償還分

公債費

うち公社、三ｾｸへの貸付金

1,052935630

55 136 99

-143 -2,265 -1,110

18

149 0

123 -194 -320 -811 0

97 214 337

6

75 116 130

-138 -856 -1,234

91 101 88

152 141

56 -44 -79 -79 -46

-39 -148

-1,305 -982

1,384 1,158 972 1,119 1,756

0 -584 91 146 0

7 99

-129 -150 -141

-317 -829 -714 0

-959 0

0

-6 -20 -15 -21 0

-24 -123 -449 -235

0

60 218 -25 -411 -430

-7 -5 -5 -1

0

64 -79 -137 -454 0

-178 -277 -326 -307

0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

-615

0 0 0 0 0

-576 28 -491 -1,080

211 175

-15 -40 10 0

0

-194 -338 -1,084 -1,213 -791

184 -73 -261 -652

-100

-1 -23 -103 -41 0

78 -908 -269 -748

0

-30 -132 -196 372 0

-212 -912 -795 62

0

14 -182 -78 -33 0

-92 -632 -458 -310

0

255 214 55 -108 -65

0 0 0 0

-57

-78 -130 -244 -569 190

256 212 39 -111

0

0 0 0 0 0

0 -113 -113 -204

0

55 -50 -68 -122 0

0 0 0 0

0

-7 203 61 -485 59

0 16 118 89

-4,072 -707

1,793

95 -2,289 -2,796

1,939-2,513-1,471-583



Ⅳ　行政改革に関する施策

Ⅱの課題番号 具　体　的　内　容

　今後、ますます必要となる一般財源を確保するためには、歳出を抑制することは必要不可欠なことであり、退職者の不補充（退職
者数の4割を新規採用）、事務事業の民間委託化による定員管理の適正化および給与等の適正化を推進し、人件費総額の削減に努め
る。

課題③
　集中改革プラン（計画期間：平成１７年度～平成２１年度）に基づき５ヵ年で３５人の削減を実行しており、平成１９年４月１日
現在の削減状況は、計画を上回る１６人の削減となっている。
　平成２３年度以降については集中改革プラン計画を踏まえた第５次行政改革大綱における計画に基づき、職員数の削減に努める。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

　国に準拠した俸給表の大幅な引下げ、または年功的な給与上昇の抑制と職務・職責に応じた俸給構造（９級制→７級制）への転換
を平成１８年４月に実施した。
　地域手当については、支給対象外のため支給していない。

◇　技能労務職員の給与のあり方

　技能労務職員については、現業業務の民間委託化や嘱託・臨時職員化による削減を図るとともに、平成２１年度からは、退職者不
補充としている。
　今後、直営として残る職員については、行二給料表の導入と一般行政職への任用替えについて職員団体と協議を行っていく。
　取組方針の公表については、平成２０年６月に行った。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方 　退職時特別昇給は、平成１６年度から廃止した。

◇　福利厚生事業のあり方
　職員共済会への補助については、平成１８年度に１０％の削減を行った。
　H17　2,523千円　　　H18　2,271千円　　　H19　2,271千円

　行政評価システムを導入し、事務事業の再編・整理・廃止・統合を行い行政経費の抑制を図っている。また、事務事業の中で民間
活力を利用することにより一層効率化が図られる分野等について、可能な限り民間委託や指定管理者制度の導入を検討していく。

　指定管理者制度については、平成２０年４月１日現在で２１施設について導入済みとなっている。今後、他の施設についても、調
査、研究を含めた定期的な検討を行い、効果が見込まれるものについては積極的に導入する。
　ＰＦＩの活用については、この手法により建設し平成１８年度から稼動している学校給食センターの状況を勘案し、新設する施設
について、サービスの水準や内容を考慮し、効率・効果の検討をしていく。

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

Ⅱの課題番号 具　体　的　内　容

　市税徴収率向上のため、税務課職員と管理職員による徴収強化を行うとともに、コンビニ収納の実施による納付利便性の向上およ
びインターネット公売を行うなど滞納処分の強化を図っている。その他の収入についても、受益者負担の原則に立って、定期的な見
直しを行い自主財源の確保を図る。
　売却可能資産の処分等については、未利用地及び貸付地の積極的売却を進めている。

　土地開発公社については、公共事業に係る先行取得用地の長期保有による借入金が公社経営の負担となっているため、「土地開発
公社の経営の健全化に関する計画」に基づき年次的に市で買い戻しを行い経営の安定化を図っていく。

◇　給与及び定員管理の状況の公表
　職員給与や定員管理については、ホームページに掲載し公表している。今後も引続き市民に把握しやすい手法で積極的に情報提供
を行い、透明性の向上を図っていく。

◇　財政情報の開示
　広報誌やホームページに、予算編成の方針や当初・補正予算の状況、半期毎の執行状況、更に決算状況等をグラフを用いるなど市
民によりわかりやすい形での公表を行っている。今後も市民への説明責任の観点から、市政運営に関する情報を積極的に開示してい
く。

　新地方公会計制度により、平成２２年度では財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書）に
ついて、有形固定資産の台帳整備を行うとともに、連結可能な関係団体等を含めて単体・連結ベースでの財務諸表の作成を行い、議
会説明やホームページ掲載による公表を行っている。

　行政評価については平成１５年度から実施しており、事務事業の継続・廃止・拡充・縮小を精査してきたところである。今後は評
価のレベルアップを行い、限られた行政資源を効果的かつ効率的に活用した行財政運営を行う。

課題①
課題②

　市債の新規発行については、可能な限り抑制し、公債費の平準化を図りながら、市債残高の圧縮を図る。
　普通建設事業費については、緊急性や費用対効果、地域経済への影響、国・県の動きを考慮し一層の抑制を図る。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算）

561 550 541 534 514 515 510 508 507 507

▲ 1 ▲ 11 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 20 ▲ 48 1 ▲ 5 ▲ 2 ▲ 1 0 ▲ 7

職員数のうち一般行政職員数 383 375 372 364 351 358 354 355 355 355

増減数 2 ▲ 8 ▲ 3 ▲ 8 ▲ 13 ▲ 30 7 ▲ 4 1 0 0 4

職員数のうち教育職員数 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

増減数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

職員数のうち警察職員数

増減数 0 0

職員数のうち消防職員数 95 94 92 93 90 87 88 88 88 88

増減数 0 ▲ 1 ▲ 2 1 ▲ 3 ▲ 5 ▲ 3 1 0 0 0 ▲ 2

職員数のうち技能労務職員数 79 77 73 73 69 66 64 61 60 60

増減数 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 4 0 ▲ 4 ▲ 13 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 1 0 ▲ 9

－ － 19.2 19.3 20.4 20.8 21.5 21.6 21.9 22.0

0.1 1.1 1.2 0.4 0.7 0.1 0.3 0.1 1.6

21,252 21,012 20,713 20,639 20,654 20,112 20,005 19,415 18,413 17,516

909 ▲ 240 ▲ 299 ▲ 74 15 311 ▲ 542 ▲ 107 ▲ 590 ▲ 1,002 ▲ 897 ▲ 3,138

4,561 4,514 4,517 4,439 4,425 4,399 4,375 4,350 4,331 4,325

89 136 133 211 225 794 26 50 75 94 100 345

2,303 2,381 2,427 2,368 2,365 2,446 2,330 2,195 2,127 2,119

225 147 101 160 163 796 ▲ 81 35 170 238 246 608

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 1,590 953

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　各年度の「職員数」欄については、地方財政状況調査表の作成時点（翌年４月１日時点）の職員数を記入すること。 40.9
　　４　「改善額」については、原則として、計画前年度を基準年度として、当該計画期間中の各年度との比較により改善額を算出し計上すること。ただし、当該見直し施策が計画前年度以前（計画前５年度の間

　　　に実施したものに限る。）から実施しているものであって、当該見直し施策の改善効果が財政健全化計画の計画期間中においても継続するものについては、当該継続する改善額を計画期間の各年度の改善額

　　　に計上して差し支えないこと。

    ５　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　６　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　７　４による「改善額」が基準年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又

　　　は計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場

　　　合の改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　８　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「繰

　　　上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること（旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する場合には、当該欄の記入

　　　は不要であること。ただし、旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する地方公共団体のうち、旧資金運用部資金の補償金免除繰上償還を希望する予

　　　定の地方公共団体にあっては、旧資金運用部資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する際には当該資金の補償金免除額を上回る財政改善効果を示す必要があるので、計画策定にあたっては

　　　予め留意すること。）。

　　９　必要に応じて行を追加して記入すること。

改 善 額　　合　計

人件費(退職手当を除く) H14=4,650

改善額

○○○

○○○

計画合計

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

増減

職員数

（単位：人、百万円）

課　題 取 組 及 び 目 標

退職者の補充抑制、事務事業の見直しや民間委託等による定員管理の適正化および給与等の適正化を推進し、人件費総額の削減に努める。

市債の新規発行については、可能な限り抑制し、公債費の平準化を図りながら、市債残高の圧縮を図る。

改善額

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

課題１

計画的な料金改定による収入の確保や民間委託等の推進による経費削減に努め、独立採算を基本とした健全経営を図っていく。

普通建設事業費については、中核的病院の建設や老朽化が激しい施設の整備など山積しているため、緊急性や費用対効果、市債の発行額や残
高等を考慮しながら計画的に行う。

地方債現在高

実質公債費比率

増減

課　題

（参考）補償金免除額

行政管理経費（物件費・維持補修費）の削減

改善額

○○○

改善額

○○○

改善額

計画前５年間改善額　合計

改善額



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （計　画） （決　算） （計　画） （決　算） （計　画） （決　算） （計　画） （見　込） （計　画） （見　込） （計　画） （見　込）

561 550 541 534 514 515 508 510 496 508 488 507 488 507 488

▲ 1 ▲ 11 ▲ 9 ▲ 7 ▲ 20 ▲ 48 1 ▲ 6 ▲ 5 ▲ 12 ▲ 2 ▲ 8 ▲ 1 0 0 0 ▲ 7 ▲ 26

職員数のうち一般行政職員数 383 375 372 364 351 358 358 354 351 355 350 355 350 355 350

増減数 2 ▲ 8 ▲ 3 ▲ 8 ▲ 13 ▲ 30 7 7 ▲ 4 ▲ 7 1 ▲ 1 0 0 0 0 4 ▲ 1

職員数のうち教育職員数 4 4 4 4 4 4 6 4 6 4 6 4 6 4 6

増減数 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

職員数のうち警察職員数

増減数 0 0 0

職員数のうち消防職員数 95 94 92 93 90 87 89 88 87 88 86 88 86 88 86

増減数 0 ▲ 1 ▲ 2 1 ▲ 3 ▲ 5 ▲ 3 ▲ 1 1 ▲ 2 0 ▲ 1 0 0 0 0 ▲ 2 ▲ 4

職員数のうち技能労務職員数 79 77 73 73 69 66 55 64 52 61 46 60 46 60 46

増減数 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 4 0 ▲ 4 ▲ 13 ▲ 3 ▲ 14 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 3 ▲ 6 ▲ 1 0 0 0 ▲ 9 ▲ 23

－ － 19.2 19.3 20.4 20.8 20.8 21.5 20.7 21.6 19.7 21.9 19.9 22.0 20.7

0.1 1.1 1.2 0.4 0.4 0.7 -0.1 0.1 -1.0 0.3 0.2 0.1 0.8 1.6 0.3

21,252 21,012 20,713 20,639 20,654 20,112 20,879 20,005 20,955 19,415 20,895 18,413 20,850 17,516 20,627

909 ▲ 240 ▲ 299 ▲ 74 15 311 ▲ 542 225 ▲ 107 76 ▲ 590 ▲ 60 ▲ 1,002 ▲ 45 ▲ 897 ▲ 223 ▲ 3,138 ▲ 27

4,561 4,514 4,517 4,439 4,425 4,399 4,290 4,375 4,209 4,350 4,087 4,331 4,288 4,325 4,325

89 136 133 211 225 794 26 135 50 216 75 338 94 137 100 100 345 926

2,303 2,381 2,427 2,368 2,365 2,446 2,317 2,330 2,539 2,195 2,555 2,127 2,928 2,119 2,119

225 147 101 160 163 796 ▲ 81 48 35 ▲ 174 170 ▲ 190 238 ▲ 563 246 246 608 ▲ 633

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 1,590 953 293

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　各年度の「職員数」欄については、地方財政状況調査表の作成時点（翌年４月１日時点）の職員数を記入すること。

　　４　「改善額」については、原則として、計画前年度を基準年度として、当該計画期間中の各年度との比較により改善額を算出し計上すること。ただし、当該見直し施策が計画前年度以前（計画前５年度の間

　　　に実施したものに限る。）から実施しているものであって、当該見直し施策の改善効果が財政健全化計画の計画期間中においても継続するものについては、当該継続する改善額を計画期間の各年度の改善額

　　　に計上して差し支えないこと。

    ５　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　６　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　７　４による「改善額」が基準年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又

　　　は計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場

　　　合の改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　８　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「繰

　　　上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること（旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する場合には、当該欄の記入

　　　は不要であること。ただし、旧簡易生命保険資金・公営企業金融公庫資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する地方公共団体のうち、旧資金運用部資金の補償金免除繰上償還を希望する予

　　　定の地方公共団体にあっては、旧資金運用部資金の補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画を提出する際には当該資金の補償金免除額を上回る財政改善効果を示す必要があるので、計画策定にあたっては

　　　予め留意すること。）。

　　９　必要に応じて行を追加して記入すること。

平成20年度 平成21年度

（参考）補償金免除額

計画合計

40.9

平成24年度
（計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

計画的な料金改定による収入の確保や民間委託等の推進による経費削減に努め、独立採算を基本とした健全経営を図っていく。

普通建設事業費については、中核的病院の建設や老朽化が激しい施設の整備など山積しているため、緊急性や費用対効果、市債の発行額や残高等を考慮しながら計画的に行う。

地方債現在高

実質公債費比率

増減

課　題

課　題 取 組 及 び 目 標

退職者の補充抑制、事務事業の見直しや民間委託等による定員管理の適正化および給与等の適正化を推進し、人件費総額の削減に努める。

市債の新規発行については、可能な限り抑制し、公債費の平準化を図りながら、市債残高の圧縮を図る。

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

課題１

増減

職員数

（単位：人、百万円）

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績
平成22年度 平成23年度

計画前５年間改善額　合計

改善額

改善額

○○○

行政管理経費（物件費・維持補修費）の削減

改善額

○○○

改善額

○○○

目　　　　　標

改 善 額　　合　計

人件費(退職手当を除く) H14=4,650

改善額

○○○

改善額
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